
 

介護予防・日常生活支援総合事業に係る 

事業所説明会 次第 

 

                 日時 平成２９年 １月１３日（金） 

                         午後１時３０分 

                 場所 市民文化センター 小ホール 

 

１ 開 会 

 

 

２ 鹿沼市高齢福祉課長あいさつ 

 

 

３ 総合事業説明   

   （使用資料：資料１～３、別冊参考資料） 

 説明①（資料１・・・橋本） 

    ‣ 鹿沼市の高齢者の現状 

    ‣ 介護予防・日常生活支援総合事業の概要 

    ‣ 鹿沼市におけるサービス 

    ‣ 請求・手続き関係 

    ‣ まとめ、今後のスケジュール 

   

 説明②（資料２－１、２－２・・・髙橋） 

    ‣ 介護予防・日常生活支援総合事業利用の流れ 

    ‣ 鹿沼市介護予防ケアマネジメントについて 

    ‣ まとめ 

    ‣ サービス利用および介護予防ケアマネジメント関連様式等 

 

 説明③（資料３・・・松島） 

    ‣ 訪問型サービス A について 

 

 

４ 質疑応答、その他 

 

 

５ 閉 会 

 



鹿沼市介護予防・日常生活支援総合事業 

事業所説明会 

 

 

    平成２９年 １月１３日（金） 

         鹿沼市保健福祉部高齢福祉課 
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鹿沼市の人口の推移 鹿沼市の人口と高齢化率① 
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  2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 

人口   （人) 104,764  104,148  102,348  99,602  96,375  92,706  88,728  84,463  79,848  

  15歳未満 （人) 16,607  15,024  13,698  12,554  11,362  10,192  9,160  8,475  7,950  

  15歳～40歳未満 （人) 32,714  31,186  28,194  25,546  23,365  21,798  20,471  19,009  17,246  

  40歳～65歳未満 （人) 35,624  36,020  35,399  34,507  32,494  30,835  29,277  27,194  24,436  

  65歳～75歳未満 （人) 11,450  11,014  11,176  13,695  14,912  13,295  11,679  11,406  12,345  

  75歳以上 （人) 8,295  10,876  12,290  13,300  14,242  16,586  18,141  18,379  17,871  

  生産年齢人口 （人) 68,338  67,206  63,593  60,053  55,859  52,633  49,748  46,203  41,682  

  高齢者人口 （人) 19,745  21,890  23,466  26,995  29,154  29,881  29,820  29,785  30,216  

生産年齢人口割合 （%） 65.2  64.5  62.1  60.3  58.0  56.8  56.1  54.7  52.2  

高齢化率（鹿沼市） （%） 18.8  21.0  22.9  27.1  30.3  32.2  33.6  35.3  37.8  

高齢化率（栃木県） （%） 17.2  19.4  21.8  26.0  29.1  30.8  32.1  33.7  36.3  

高齢化率（全国） （%） 17.3  20.1  22.8  26.8  29.1  30.2  31.5  33.3  36.0  

（出典）2000年～2010年まで：総務省「国勢調査」 
     2015年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25（2013）年3月推計） 

鹿沼市の人口と高齢化率② 
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鹿沼市の要介護認定者数① 
（人） 
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平成21年 

3月末 
平成22年 

3月末 
平成23年 

3月末 
平成24年 

3月末 
平成25年 

3月末 
平成26年 

3月末 
平成27年 

3月末 
平成28年 

3月末 
平成28年 
5月末時点 

認定者数 （人） 3,259  3,414  3,597  3,745  3,950  4,075  4,221  4,266  4,288  

  認定者数（要支援１） （人） 223  268  283  308  339  378  384  391  395  

  認定者数（要支援２） （人） 533  492  517  570  632  612  620  642  635  

小 計 （人） 756 760 800 878 971 990 1004 1033 1030 

  認定者数（要介護１） （人） 433  500  501  537  538  662  766  774  777  

  認定者数（要介護２） （人） 670  672  715  698  740  714  724  760  784  

  認定者数（要介護３） （人） 559  539  636  656  675  679  649  641  644  

  認定者数（要介護４） （人） 520  604  570  566  603  607  617  603  600  

  

認定者数（要介護５） （人） 321  339  375  410  423  423  461  455  453  

小 計 （人） 2,503 2,654 2,797 2,867 2,979 3,085 3,217 3,233 3,258 

認定率（鹿沼市） （%） 14.0  14.5  15.3  15.6  16.0  16.0  16.1  15.9  15.9  

認定率（栃木県） （%） 14.2  14.4  14.9  15.3  15.5  15.5  15.6  15.7  15.7  

認定率（全国） （%） 16.0  16.2  16.9  17.3  17.6  17.8  17.9  17.9  17.9  
（出典）平成２０年度から平成２６年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、平成２７年度：「介護保険事業状況報告（３月月報）」、平成２８年度：直近の「介護保険事業状況報告（月報）」 

鹿沼市の要介護認定者数② 
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鹿沼市の介護費用額の推移 
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いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむ
ね３０分以内に必要なサービスが
提供される日常生活圏域（具体的
には中学校区）を単位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 

・福祉用具 

・24時間対応の訪問サービス 

・複合型サービス 

   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 

 ・サービス付き高齢者向け住宅 

等 相談業務やサービスの 

コーディネートを行いま
す。 

■施設・居住系サービス 

・介護老人福祉施設 

・介護老人保健施設 

・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 

                
等 

 

日常の医療： 

 ・かかりつけ医、有床診療所 

 ・地域の連携病院 

 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 
通所・入
所 

病院： 

 急性期、回復期、慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

地域包括ケアシステムの構築について 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包
括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、
地域包括ケアシステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。 

10 
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介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の概要① 

市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多
様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要
支援者に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもの。 

趣 旨 

背 景 

解決策 

○超高齢化社会の到来（2025（平成37）年に団塊の世代が75歳以上に） 

○独居高齢者世帯や高齢者夫婦のみ世帯の増加 

○生活支援ニーズの増大 

  ⇒介護給付費の増大、担い手不足が避けられない状態に 

○元気高齢者の増加を目指す ⇒ 介護予防の重要性の高まりと新たな視点 
 

 機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけでなく、生活環境の調整や地域の中に 
 生きがい・役割を持って生活できるような居場所と出番づくりなど、バランスのとれたア 
 プローチが必要。 
 

○高齢者が支援の支え手となることで、よりよい地域づくりを推進 
11 



介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の概要② 

① 予防給付のうち、介護予防訪問介護・介護予防通所介
護について、全国一律の基準から市町村の事業（介護
保険制度の地域支援事業）に移行。 
 

② 介護予防訪問介護・介護予防通所介護は、それぞれ訪
問型サービス（現行の訪問介護相当＋多様なサービ
ス）・通所型サービス（現行の通所介護相当＋多様な
サービス）という形になる。 
 

③ 総合事業は、要支援者・基本チェックリスト該当者
（＝事業対象者）・一般高齢者が対象。現行の介護予
防訪問介護・介護予防通所介護、介護予防事業が制度
改正の対象。（要介護者・前記以外のサービスは、今
回の制度改正の対象外） 
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【財源構成】 
 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

１号保険料  
 22% 
 

２号保険料  
 28% 

 

 
 

【財源構成】 
 

国 39.0% 
 

都道府県  
 19.5% 
 

市町村   
 19.5% 
 

１号保険料   
 22% 

 

  予防給付 
 （要支援１～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 

○地域包括支援センターの運営 
  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 

   業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援１～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  

○ 地域包括支援センターの運営 
（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

○ 認知症施策推進事業 

 （認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等） 

○ 生活支援体制整備事業 
（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

予防給付（要支援１～２） 

充
実 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

  介護給付 （要介護１～５）  介護給付（要介護１～５） 

＜改正前＞ ＜改正後＞ 介護保険制度 

全市町村で
実施 

地域支援事業の全体像 

改正前と同様 
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新しい総合事業の構成 
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（出典）厚生労働省 
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鹿沼市における総合事業 

 鹿沼市では、平成29年4月1日から総合事業を実施。 

 サービスメニューは下記の通り。 
 ＜介護予防・生活支援サービス事業＞ 

    ・現行の介護予防訪問介護相当（＝鹿沼市介護予防ホームヘルプサービス） 

    ・現行の介護予防通所介護相当（＝鹿沼市介護予防デイサービス） 

    ・訪問型サービスＡ（シルバー人材センターへの委託）（予定） 

 ＜一般介護予防事業＞ 

  現行の一次予防事業・二次予防事業相当 
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訪問型サービス（第１号訪問事業） 

◆訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 

◆多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保

健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。 

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス 

サービス 
種別 

①訪問介護 ②訪問型サービスＡ 
（緩和した基準によるサービス） 

③訪問型サービスＢ 
（住民主体による支援） 

④訪問型サービスＣ 
（短期集中予防サービス） 

⑤訪問型サービスＤ 
（移動支援） 

サービス 
内容 

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等 
住民主体の自主活動
として行う生活援助等 

保健師等による居宅
での相談指導等 

移送前後の生活
支援 

対象者と
サービス
提供の考
え方 

○既にサービスを利用しているケー   
 スで、サービスの利用の継続が必  
 要なケース 
○以下のような訪問介護員による 
 サービスが必要なケース 
（例） 
・認知機能の低下により日常生活に支障が 
 ある症状・行動を伴う者 
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的 
 サービスが特に必要な者 等 
 

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの 
 利用を促進していくことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支 
 援等「多様なサービス」の利用を促進 

・体力の改善に向け 
 た支援が必要な 
 ケース 
・ADL、IADLの改善 
  に向けた支援が必  
  要なケース 
 
※３～６ケ月の短期間で行う 

  
訪問型サービス
Ｂに準じる 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の 

最低限の基準 
内容に応じた 
独自の基準 

サービス 
提供者 
（例） 

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体 
保健・医療の専門職 

（市町村） 
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基準 現行の通所介護相当 多様なサービス 

サービス 
種別 

① 通所介護 ② 通所型サービスＡ 
（緩和した基準によるサービス） 

③ 通所型サービスＢ 
（住民主体による支援） 

④ 通所型サービスＣ 
（短期集中予防サービス） 

サービス 
内容 

通所介護と同様のサービス 
生活機能の向上のための機能訓練 

ミニデイサービス    
運動・レクリエーション等  

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場 

生活機能を改善するため
の運動器の機能向上や栄
養改善等のプログラム 

対象者と 
サービス
提供の考
え方 

○既にサービスを利用しており、サービスの利用 
 の継続が必要なケース 
○「多様なサービス」の利用が難しいケース 
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行 
 うことで改善・維持が見込まれるケース 
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進し 
 ていくことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援 
 等「多様なサービス」の利用を促進 

・ADLやIADLの改善に向け  
  た支援が必要なケース等 

 
※3～6ケ月の短期間で実施 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の 

最低限の基準 
内容に応じた独自の基準 

サービス 
提供者
（例） 

通所介護事業者の従事者 
主に雇用労働者 
＋ボランティア 

ボランティア主体 
保健・医療の専門職 

（市町村） 

通所型サービス（第１号通所事業） 
 
◆通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 
◆多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。 
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項 目 内 容 

サービス内容 現行の介護予防訪問介護同様（専門職による身体介護・生活援助） 

実施方法 事業者指定（国保連合会経由の審査・支払） 

報酬 介護予防訪問介護と同等 

限度額管理 有り（国保連合会管理） 

人員・設備・運営基準 介護予防訪問介護と同等 

算定単位 月額包括単価（月途中の開始・終了は日割りにて算定） 

サービスコード Ａ１（みなし指定事業所） 
Ａ２（H27.4.1以降に指定された事業所） 

単価 現行の算定構造、単位数と同等（１単位：10.21円） 
◆訪問Ⅰ：週１回程度（要支援１・２、事業対象者） 
 月 1,168単位（11,925円） 
◆訪問Ⅱ：週２回程度（要支援１・２、事業対象者） 
 月 2,335単位（23,840円） 
◆訪問Ⅲ：週２回を超える程度（要支援２） 
 月 3,704単位（37,817円） 

加算等 現行の加算と同等 
（初回加算、生活機能向上連携加算、介護職員処遇改善加算 等） 

利用者負担 報酬の１割（但し、一定以上の所得のある利用者は２割） 

第１号訪問事業（鹿沼市介護予防ホームヘルプサービス） 
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項 目 内 容 

サービス内容 現行の介護予防通所介護同様（機能訓練、レクリエーション、入浴等） 

実施方法 事業者指定（国保連合会経由の審査・支払） 

報酬 介護予防通所介護と同等 

限度額管理 有り（国保連合会管理） 

人員・設備・運営基準 介護予防通所介護と同等 

算定単位 月額包括単価（月途中の開始・終了は日割りにて算定） 

サービスコード Ａ５（みなし指定事業所） 
Ａ６（H27.4.1以降に指定された事業所） 

単価 現行の算定構造、単位数と同等（１単位：10.14円） 
◆通所Ⅰ：週１回程度（要支援１、事業対象者） 
 月 1,647単位（16,700円） 
◆通所Ⅱ：週２回程度（要支援２） 
 月 3,377単位（34,242円） 

加算等 現行の加算と同等 
（運動器機能向上加算、栄養改善加算、口腔機能向上加算、介護職
員処遇改善加算 等） 

利用者負担 報酬の１割（但し、一定以上の所得のある利用者は２割） 

第１号通所事業（鹿沼市介護予防デイサービス） 
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総合事業における利用者区分 

要支援１・２ 事業対象者 

該当方法 要支援認定 チェックリスト該当 

利用できる 
サービス 

‣予防給付サービス（総合事業外） 
‣介護予防・生活支援サービス 
‣一般介護予防事業 

‣介護予防・生活支援サービス 
‣一般介護予防事業 
 

支給限度額 
要支援１                 5,003単位 
要支援２    10,473単位 

要支援１相当（＝5,003単位） 

有効期限 最長２年 定めていない 

＊指定事業者のサービス（国保連合会請求）を利用する場合のみ給付 
 管理を実施。要支援者については、予防給付と総合事業を一体的に 
 管理することに留意。 
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総合事業のサービス費については、これまで通
り「月額包括単価」が適用されます。 
 

国保連合会に請求する流れはこれまでと変わり
ません。（サービスコード・請求書式は変更に
なります） 

  ☞コード、書式は別冊参考資料を参照 
 

加算・減算についてもこれまでと同様です。 

請求について 
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月額包括報酬の日割り請求適用について① 

月額報酬対象サービス 月途中の事由 起算日※２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護予防・日常生活支援総合事業  

 ・訪問型サービス（みなし）  

 ・訪問型サービス（独自）  

 ・通所型サービス（みなし）  

 ・通所型サービス（独自）  
 
 (月額包括報酬の単位とした場合) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
開
始 

 ・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ）  
 ・区分変更（事業対象者→要支援）  

変更日  

 ・区分変更（要介護→要支援）  
 ・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）  
 ・事業開始（指定有効期間開始）  
 ・事業所指定効力停止の解除  

契約日  

 ・利用者との契約開始  契約日  

 ・介護予防訪問介護の契約解除（月額報酬対象サービス 
 が、訪問型サービス（みなし）、訪問型サービス（独自）の 
 場合）  
 ・介護予防通所介護の契約解除（月額報酬対象サービス  
 が、通所型サービス（みなし）、通所型サービス（独自）の  
 場合）  

契約解除日の翌日  

 ・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知  
 症対応型共同生活介護の退居（※１）  

退居日の翌日  

 ・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１）  契約解除日の翌日  

 ・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療  
 養介護の退所（※１）  

退所日の翌日  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
終
了 

 ・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ）  
 ・区分変更（事業対象者→要支援）  

変更日  

 ・区分変更（事業対象者→要介護）  
 ・区分変更（要支援→要介護）  
 ・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）  
 ・事業廃止（指定有効期間満了）  
 ・事業所指定効力停止の開始  

契約解除日  
 

（廃止・満了日）  

（開始日）  

 ・利用者との契約解除  契約解除日  

 ・介護予防訪問介護の契約開始（月額報酬対象サービス  
 が、訪問型サービス（みなし）、訪問型サービス（独自）の 
 場合）  
 ・介護予防通所介護の契約開始（月額報酬対象サービス   
 が、通所型サービス（みなし）、通所型サービス（独自）の  
 場合）  

サービス提供日の前日  

 ・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知  
 症対応型共同生活介護の入居 （※１）  

入居日の前日  

 ・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開  
 始 （※１）  

サービス提供日（通い、  
訪問又は宿泊）の前日  

 ・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療  
 養介護の入所（※１）  

入所日の前日  
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月額包括報酬の日割り請求適用について② 

 前項の表に該当する場合は日割りで算定、それ以外は月額包括報酬
で算定。 

 

 日割りの算定については、実際に利用した日数にかかわらず、サー
ビス算定対象期間（月途中開始の場合は起算日～月末。月途中終了
の場合は月初～起算日）に応じた日数による日割りとする。 
 

 ケアマネジメント費は、日割り請求適用は該当しない。月途中で介
護給付サービスの利用に変更した場合は、同月末に居宅介護支援を
行っている事業所が、居宅介護支援費を請求できる。 

 
 

（注） 

 ※１ 利用者が月の途中で他の保険者に転出する場合を除く。月の途中 

    で、利用者が他の保険者に転出する場合は、それぞれの保険者に 

    おいて月額包括報酬の算定を可能とする。 
 

 ※２ 終了の起算日は、引き続き月途中からの開始事由がある場合につ 

    いてはその前日となる。 
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介護認定申請期間中のサービス利用と費用の関係 

 介護予防ケアマネジメントに関する費用の支払 

 要介護等認定を受け、結果が要支援１・２の場合、予防給付からのサービス利用があれば、予防給付 

 の介護予防ケアマネジメントの介護報酬が支払われることになり（国保連合会支払）、要支援認定を 

 受けていない事業対象者（申請をしていない者や申請はしたが非該当となった者）又は要支援認定は 

 受けたが総合事業によるサービス利用のみの場合にあっては、総合事業から介護予防ケアマネジメン 

 トの費用が、市町村から支払われることになる。 
 

 サービス事業に関する費用の支払 

 要介護等認定を受け、認定結果が出る前にサービス事業の利用を開始していた場合、認定結果が要介 

 護１以上であっても、認定結果の出た日以前のサービス事業利用分の報酬は、総合事業より支給され 

 るものとする。 
 

＊事業対象者としてサービス事業からサービスを提供された後、要介護認定を受けた場合には、介護給 

 付サービスの利用を開始するまでの間にあっては事業対象者として取り扱う。 

給付のみ 給付と総合事業 総合事業のみ 

非該当・事業対象者 全額自己負担 
・給付分は全額自己負担 
・介護予防ケアマネジメントも含めた事業分は 
 事業より支給 

介護予防ケアマネジメントも
含めて、事業より支給 

要支援認定 予防給付より支給 
・介護予防ケアマネジメントを含めた給付分は 
 予防給付より支給 
・事業分は、事業より支給 

介護予防ケアマネジメントも
含めて、事業より支給 

要介護認定 介護給付より支給 

・介護予防ケアマネジメントを含めた給付分は、 
 介護給付より支給 
・事業分は、介護給付サービスの利用を開始する 
 までのサービス提供分は事業により支給 

介護給付サービスの利用を開
始するまでのサービス提供分
は事業により支出 
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総合事業への移行のタイミングと請求 

更新の場合の総合事業移行1

（例）

現在の認定有効期間

H28.4.1～H29.3.31

H29.4.1

●鹿沼市総合事業開始

（例）

現在の認定有効期間

H29.3.1～H30.2.28

（例）

現在の認定有効期間

H29.3.2～H30.3.31

H30.3.1 H30.4.1

●総合事業完全移行

H29.4.1から総合事業

H30.2.28まで予防給付

H30.3.31まで予防給付

H30.3.1から総合事業

H30.4.1から総合事業

 鹿沼市では、H29.4.1以降に認定更新の方から順次総合事業へ移行。 
 移行した方から総合事業に請求を切り替える。 
 H29.4.1～H30.3.31までは、予防給付と総合事業サービスが混在することに注意。 
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①みなし指定を受けている事業所 
  （H27.3.31以前に介護予防訪問介護・介護予防通所介護の指定を受けた事業所） 
 

  ☞指定申請は不要 
    （サービスコード：A1＜ヘルプ＞、A5＜デイ＞） 

        ＊みなし指定は30年3月31日まで有効 

 

②みなし指定を受けていない事業所 
  （H27.4.1以降に介護予防訪問介護・介護予防通所介護の指定を受けた事業所） 
 

  ☞指定申請が必要 
    （サービスコード：A2＜ヘルプ＞、A6＜デイ＞） 

 

 

総合事業実施のための手続き① 

鹿沼市介護予防ホームヘルプサービス、鹿沼市介護予防デイサービス 
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総合事業実施のための手続き② 

 
 

○事業者指定の申請 

 「鹿沼市介護予防・日常生活支援総合事業事業者指定 

  申請書」及び添付書類を市高齢福祉課まで提出 
 

 ☞様式は、市ホームページ（カテゴリ：福祉・健康－高齢福祉 

  －介護予防・日常生活支援総合事業）を参照ください。 
 

   ◎４月１日事業開始のための申請期日 

     →２月末日迄に提出のこと 

みなし指定を受けていない事業所の手続き 
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各種書類関係の変更について 

＊その他、文言の変更や書類の整備につきましては、必要に応じて随時行っ 
 てください。 

 変更が考えられる書類 
 ・定款 
 ・運営規程 
 ・重要事項説明書 
 ・契約書      等 
 

 文言の変更例 
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まとめ 

① 鹿沼市は、平成29年4月から総合事業を開始。当初サービスは、 
     ・現行の介護予防訪問介護相当（鹿沼市介護予防ホームヘルプサービス） 

     ・現行の介護予防通所介護相当（鹿沼市介護予防デイサービス） 

   ・訪問型サービスＡ（シルバー人材センターへの委託）（予定） 

     ・一般介護予防事業（現行の一次予防・二次予防事業相当） 

     であり、デイ・ヘルプはこれまでと変わらない基準、単価で実施。 
 

② サービス費請求についても、これまで同様国保連合会に対して行う。
（ただし、書式及び請求に係るサービスコードは変更） 
 

③ 4月1日認定更新の方から随時総合事業へ移行。１年かけて全ての対象
者が総合事業へ移行する。 
 

④ 報酬は、これまでと同様に月額包括報酬。（但し月途中の開始・終了
の際は日割り算定） 
 

⑤ サービス提供に当たり、定款、運営規程、利用者との契約、重要事項
説明書、その他書類の文言変更等の必要有り。 
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今後のスケジュール 

 １月１３日 事業所への説明会 
 

 １月３１日 要支援認定更新（４月更新分）の受付開始 
 

 ２月２４日 広報かぬま３月号（特集ページにて市民への周知） 
 

 ２月２８日 みなし外事業所指定申請締め切り（４月１日指定分） 
 

 ４月 １日 総合事業開始（１年かけて該当者全てが移行） 
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訪問型サービスＡについて 
 

 

資料３ 

総合事業の構成 

（出典）厚生労働省 



 

 

 
 

○訪問型サービスＡは、鹿沼市シルバー人材センターへの委託で実施します。 

○４月１日運用開始で調整中です。 

○詳細な運用方法については、現在シルバー人材センターと協議中のため、決定次第周知します。 

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①訪問介護 ②訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスＤ
（移動支援）

サービス
内容

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等
住民主体の自主活動
として行う生活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

移送前後の生活
支援

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しているケー
スで、サービスの利用の継続が必
要なケース
○以下のような訪問介護員による
サービスが必要なケース

（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障が
ある症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的
サービスが特に必要な者 等

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの
利用を促進していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支
援等「多様なサービス」の利用を促進

・体力の改善に向け
た支援が必要な
ケース
・ADL、IADLの改善
に向けた支援が必
要なケース

※３～６ケ月の短期間で行う 訪問型サービス
Ｂに準じる

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた
独自の基準

サービス
提供者
（例）

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体
保健・医療の専門職

（市町村）

訪問型サービス（第１号訪問事業） 

（出典）厚生労働省 



別 冊 

 

 

参 考 資 料 

 

 

○鹿沼市総合事業サービスコード表 

 

○総合事業費請求様式（国保連合会様式） 

 

○総合事業に関するＱ＆Ａ集 

 

○FAX質問票 



鹿沼市訪問型サービス（みなし）　サービスコード表

種類 項目

Ａ１ 1111 訪問型サービスⅠ 1,168    

Ａ１ 1113 訪問型サービスⅠ・初任 818      

Ａ１ 1114 訪問型サービスⅠ・同一 1,051    

Ａ１ 1115 訪問型サービスⅠ・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合　×70％ 736      

Ａ１ 2111 訪問型サービスⅠ日割 38        

Ａ１ 2113 訪問型サービスⅠ日割・初任 27        

Ａ１ 2114 訪問型サービスⅠ・日割・同一 34        

Ａ１ 2115 訪問型サービスⅠ・日割・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 24        

Ａ１ 1211 訪問型サービスⅡ 2,335    

Ａ１ 1213 訪問型サービスⅡ・初任 1,635    

Ａ１ 1214 訪問型サービスⅡ・同一 2,102    

Ａ１ 1215 訪問型サービスⅡ・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 1,472    

Ａ１ 2211 訪問型サービスⅡ日割 77        

Ａ１ 2213 訪問型サービスⅡ日割・初任 54        

Ａ１ 2214 訪問型サービスⅡ・日割・同一 69        

Ａ１ 2215 訪問型サービスⅡ・日割・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 49        

Ａ１ 1321 訪問型サービスⅢ 3,704    

Ａ１ 1323 訪問型サービスⅢ・初任 2,593    

Ａ１ 1324 訪問型サービスⅢ・同一 3,334    

Ａ１ 1325 訪問型サービスⅢ・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 2,334    

Ａ１ 2321 訪問型サービスⅢ日割 122      

Ａ１ 2323 訪問型サービスⅢ日割・初任 85        

Ａ１ 2324 訪問型サービスⅢ・日割・同一 110      

Ａ１ 2325 訪問型サービスⅢ・日割・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 77        

Ａ１ 8000 訪問型サービス特別地域加算 1月につき

Ａ１ 8001 訪問型サービス特別地域加算日割 1日につき

Ａ１ 8100 訪問型サービス小規模事業所加算 1月につき

Ａ１ 8101 訪問型サービス小規模事業所加算日割 1日につき

Ａ１ 8110 訪問型サービス中山間地域等提供加算 1月につき

Ａ１ 8111 訪問型サービス中山間地域等提供加算日割 1日につき

Ａ１ 4001 訪問型サービス初回加算 200

Ａ１ 4002 訪問型サービス生活機能向上加算 100

Ａ１ 6270 訪問型サービス処遇改善加算Ⅰ

Ａ１ 6271 訪問型サービス処遇改善加算Ⅱ

Ａ１ 6273 訪問型サービス処遇改善加算Ⅲ

Ａ１ 6275 訪問型サービス処遇改善加算Ⅳ

介護職員処遇改善加算

(2)介護職員処遇改善加算(Ⅱ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の48/1000　加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　15％加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　15％加算

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　　5％加算

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

1日につき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　　5％加算

(1)介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の86/1000　加算

1月につき

(3)介護職員処遇改善加算(Ⅲ)　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）で算定した単位数の　90％　加算

(4)介護職員処遇改善加算(Ⅳ)　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）で算定した単位数の　80％　加算

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　10％加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　10％加算

生活機能向上連携加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　100単位加算

1月につき

1日につき

1月につき

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

サービスコード
サービス内容略称 算定項目

初回加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    200単位加算

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業所加算

訪問型サービ
ス費（みなし）

（Ⅰ）

事業対象者・要支援1・要支援
2（週2回程度）

　　　　　　　　77単位

事業対象者・要支援2（週2回
を超える程度）

　　　　　　　122単位

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

算定単位

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

1月につき

1日につき

合成
単位数

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

事業対象者・要支援1・要支援
2（週1回程度）

　　　　　　1,168単位

事業対象者・要支援1・要支援
2（週1回程度）

　　　　　　　　38単位

事業対象者・要支援1・要支援
2（週2回程度）

　　　　　　2,335単位
事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

訪問型サービ
ス費（みなし）

（Ⅱ）

訪問型サービ
ス費（みなし）

（Ⅲ）

事業対象者・要支援2（週2回
を超える程度）

　　　　　　3,704単位



鹿沼市訪問型サービス（独自）　サービスコード表

種類 項目

Ａ２ 1111 訪問型サービスⅠ 1,168    

Ａ２ 1113 訪問型サービスⅠ・初任 818      

Ａ２ 1114 訪問型サービスⅠ・同一 1,051    

Ａ２ 1115 訪問型サービスⅠ・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合　×70％ 736      

Ａ２ 2111 訪問型サービスⅠ日割 38        

Ａ２ 2113 訪問型サービスⅠ日割・初任 27        

Ａ２ 2114 訪問型サービスⅠ・日割・同一 34        

Ａ２ 2115 訪問型サービスⅠ・日割・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 24        

Ａ２ 1211 訪問型サービスⅡ 2,335    

Ａ２ 1213 訪問型サービスⅡ・初任 1,635    

Ａ２ 1214 訪問型サービスⅡ・同一 2,102    

Ａ２ 1215 訪問型サービスⅡ・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 1,472    

Ａ２ 2211 訪問型サービスⅡ日割 77        

Ａ２ 2213 訪問型サービスⅡ日割・初任 54        

Ａ２ 2214 訪問型サービスⅡ・日割・同一 69        

Ａ２ 2215 訪問型サービスⅡ・日割・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 49        

Ａ２ 1321 訪問型サービスⅢ 3,704    

Ａ２ 1323 訪問型サービスⅢ・初任 2,593    

Ａ２ 1324 訪問型サービスⅢ・同一 3,334    

Ａ２ 1325 訪問型サービスⅢ・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 2,334    

Ａ２ 2321 訪問型サービスⅢ日割 122      

Ａ２ 2323 訪問型サービスⅢ日割・初任 85        

Ａ２ 2324 訪問型サービスⅢ・日割・同一 110      

Ａ２ 2325 訪問型サービスⅢ・日割・初任・同一 介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％ 77        

Ａ２ 8000 訪問型サービス特別地域加算 1月につき

Ａ２ 8001 訪問型サービス特別地域加算日割 1日につき

Ａ２ 8100 訪問型サービス小規模事業所加算 1月につき

Ａ２ 8101 訪問型サービス小規模事業所加算日割 1日につき

Ａ２ 8110 訪問型サービス中山間地域等提供加算 1月につき

Ａ２ 8111 訪問型サービス中山間地域等提供加算日割 1日につき

Ａ２ 4001 訪問型サービス初回加算 200

Ａ２ 4002 訪問型サービス生活機能向上加算 100

Ａ２ 6270 訪問型サービス処遇改善加算Ⅰ

Ａ２ 6271 訪問型サービス処遇改善加算Ⅱ

Ａ２ 6273 訪問型サービス処遇改善加算Ⅲ

Ａ２ 6275 訪問型サービス処遇改善加算Ⅳ

サービスコード
サービス内容略称 算定項目

合成
単位数

算定単位

訪問型サービ
ス費（みなし）

（Ⅰ）

事業対象者・要支援1・要支援
2（週1回程度）

　　　　　　1,168単位

1月につき

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

事業対象者・要支援1・要支援
2（週1回程度）

　　　　　　　　38単位

1日につき

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

訪問型サービ
ス費（みなし）

（Ⅱ）

事業対象者・要支援1・要支援
2（週2回程度）

　　　　　　2,335単位

1月につき

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

事業対象者・要支援1・要支援
2（週2回程度）

　　　　　　　　77単位

1日につき

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

訪問型サービ
ス費（みなし）

（Ⅲ）

事業対象者・要支援2（週2回
を超える程度）

　　　　　　3,704単位

1月につき

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

事業対象者・要支援2（週2回
を超える程度）

　　　　　　　122単位

1日につき

(3)介護職員処遇改善加算(Ⅲ)　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）で算定した単位数の　90％　加算

介護職員初任者研修課程を修了したサービス提供責任者を配置している場合×70％

事業所と同一建物の利用者又
はこれ以外の同一建物の
利用者20人以上にサービスを行う場合　　×90％

特別地域加算 　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　15％加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　15％加算

中山間地域等における小規模事業所加算 　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　10％加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　10％加算

(4)介護職員処遇改善加算(Ⅳ)　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）で算定した単位数の　80％　加算

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　　5％加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の　　5％加算

初回加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    200単位加算 1月につき

生活機能向上連携加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　100単位加算

介護職員処遇改善加算 (1)介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の86/1000　加算

(2)介護職員処遇改善加算(Ⅱ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定単位数の48/1000　加算



鹿沼市通所型サービス（みなし）　サービスコード表

種類 項目

Ａ５ 1111 通所型サービス１ 1,647単位 1,647    1月につき

Ａ５ 1112 通所型サービス１日割 54単位 54        1日につき

Ａ５ 1121 通所型サービス２ 3,377単位 3,377    1月につき

Ａ５ 1122 通所型サービス２日割 111単位 111      1日につき

Ａ５ 8110 通所型サービス中山間地域等提供加算 所定単位数の　5％　加算 1月につき

Ａ５ 8111 通所型サービス中山間地域等加算日割 所定単位数の　5％　加算 1日につき

Ａ５ 6109 通所型サービス若年性認知症受入加算 240　単位加算 240      

Ａ５ 6105 通所型サービス同一建物減算１ 376単位減算 -376    

Ａ５ 6106 通所型サービス同一建物減算２ 752単位減算 -752    

Ａ５ 5010 通所型生活向上グループ活動加算 100単位加算 100      

Ａ５ 5002 通所型サービス運動器機能向上加算 225単位加算 225      

Ａ５ 5003 通所型サービス栄養改善加算 150単位加算 150      

Ａ５ 5004 通所型サービス口腔機能向上加算 150単位加算 150      

Ａ５ 5006 通所型複数サービス実施加算Ⅰ１ 480単位加算 480      

Ａ５ 5007 通所型複数サービス実施加算Ⅰ２ 480単位加算 480      

Ａ５ 5008 通所型複数サービス実施加算Ⅰ３ 480単位加算 480      

Ａ５ 5009 通所型複数サービス実施加算Ⅱ 700単位加算 700      

Ａ５ 5005 通所型サービス事業所評価加算 120単位加算 120      

Ａ５ 6107 通所型サービス提供体制加算Ⅰ１１ 72単位加算 72        

Ａ５ 6108 通所型サービス提供体制加算Ⅰ１２ 144単位加算 144      

Ａ５ 6101 通所型サービス提供体制加算Ⅰ２１ 48単位加算 48        

Ａ５ 6102 通所型サービス提供体制加算Ⅰ２２ 96単位加算 96        

Ａ５ 6103 通所型サービス提供体制加算Ⅱ１ 24単位加算 24        

Ａ５ 6104 通所型サービス提供体制加算Ⅱ２ 48単位加算 48        

Ａ５ 6110 通所型サービス処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の40/1000　加算

Ａ５ 6111 通所型サービス処遇改善加算Ⅱ 所定単位数の22/1000　加算

Ａ５ 6113 通所型サービス処遇改善加算Ⅲ （2）で算定した単位数の　　90％　加算

Ａ５ 6115 通所型サービス処遇改善加算Ⅳ （2）で算定した単位数の　　80％　加算

定員超過の場合

種類 項目

Ａ５ 8001 通所型サービス１・定超 　　　　1,647単位 1,153    1月につき

Ａ５ 8002 通所型サービス１日割・定超 　　　　　　54単位 38        1日につき

Ａ５ 8011 通所型サービス２・定超 　　　　3,377単位 2,364    1月につき

Ａ５ 8012 通所型サービス２日割・定超 　　　　　111単位 78        1日につき

看護・介護職員が欠員の場合

種類 項目

Ａ５ 9001 通所型サービス１・人欠 　　　　1,647単位 1,153    1月につき

Ａ５ 9002 通所型サービス１日割・人欠 　　　　　　54単位 38        1日につき

Ａ５ 9011 通所型サービス２・人欠 　　　　3,377単位 2,364    1月につき

Ａ５ 9012 通所型サービス２日割・人欠 　　　　　111単位 78        1日につき

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援２

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

若年性認知症利用者受入加算

事業所と同一の建物に居住する者又は同一建物から利用する者に
通所型サービス（みなし）を行う場合

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援2

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援2

事業対象者・要支援２

生活機能向上グループ活動加算

運動器機能向上加算

運動器機能向上及び口腔機能向上　　

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援１

栄養改善加算

口腔機能向上加算

選択的サービ
ス複数実施加
算

（1）選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）

（2）選択的サービス複数実施加算（Ⅱ）

運動器機能向上及び栄養改善　　

栄養改善及び口腔機能向上

運動器機能向上、栄養改善及び口腔機能向上

介護職員処遇改善加算

(2)介護職員処遇改善加算(Ⅱ)

(1)介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　

(3)介護職員処遇改善加算(Ⅲ)

(4)介護職員処遇改善加算(Ⅳ)

事業所評価加算

サービス提供体制強化加算 （1）サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）イ

（1）サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）ロ

（1）サービス提供体制強化加算
（Ⅱ）

サービスコード
サービス内容略称

通所型サービス費（みなし）

算定項目

定員超過の場合
　　×　70％

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援２

算定項目

通所型サービス費（みなし）

事業対象者・要支援2

算定項目
合成
単位数

算定単位

通所型サービス費（みなし）
事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援２

サービスコード
サービス内容略称

合成
単位数

算定単位

看護・介護職員が
欠員の場合
　　×　70％

1月につき

合成
単位数

算定単位

サービスコード
サービス内容略称



鹿沼市通所型サービス（独自）　サービスコード表

種類 項目

Ａ６ 1111 通所型サービス１ 1,647単位 1,647    1月につき

Ａ６ 1112 通所型サービス１日割 54単位 54        1日につき

Ａ６ 1121 通所型サービス２ 3,377単位 3,377    1月につき

Ａ６ 1122 通所型サービス２日割 111単位 111      1日につき

Ａ６ 8110 通所型サービス中山間地域等提供加算 所定単位数の　5％　加算 1月につき

Ａ６ 8111 通所型サービス中山間地域等加算日割 所定単位数の　5％　加算 1日につき

Ａ６ 6109 通所型サービス若年性認知症受入加算 240　単位加算 240      

Ａ６ 6105 通所型サービス同一建物減算１ 376単位減算 -376    

Ａ６ 6106 通所型サービス同一建物減算２ 752単位減算 -752    

Ａ６ 5010 通所型生活向上グループ活動加算 100単位加算 100      

Ａ６ 5002 通所型サービス運動器機能向上加算 225単位加算 225      

Ａ６ 5003 通所型サービス栄養改善加算 150単位加算 150      

Ａ６ 5004 通所型サービス口腔機能向上加算 150単位加算 150      

Ａ６ 5006 通所型複数サービス実施加算Ⅰ１ 480単位加算 480      

Ａ６ 5007 通所型複数サービス実施加算Ⅰ２ 480単位加算 480      

Ａ６ 5008 通所型複数サービス実施加算Ⅰ３ 480単位加算 480      

Ａ６ 5009 通所型複数サービス実施加算Ⅱ 700単位加算 700      

Ａ６ 5005 通所型サービス事業所評価加算 120単位加算 120      

Ａ６ 6107 通所型サービス提供体制加算Ⅰ１１ 72単位加算 72        

Ａ６ 6108 通所型サービス提供体制加算Ⅰ１２ 144単位加算 144      

Ａ６ 6101 通所型サービス提供体制加算Ⅰ２１ 48単位加算 48        

Ａ６ 6102 通所型サービス提供体制加算Ⅰ２２ 96単位加算 96        

Ａ６ 6103 通所型サービス提供体制加算Ⅱ１ 24単位加算 24        

Ａ６ 6104 通所型サービス提供体制加算Ⅱ２ 48単位加算 48        

Ａ６ 6110 通所型サービス処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の40/1000　加算

Ａ６ 6111 通所型サービス処遇改善加算Ⅱ 所定単位数の22/1000　加算

Ａ６ 6113 通所型サービス処遇改善加算Ⅲ （2）で算定した単位数の　　90％　加算

Ａ６ 6115 通所型サービス処遇改善加算Ⅳ （2）で算定した単位数の　　80％　加算

定員超過の場合

種類 項目

Ａ６ 8001 通所型サービス１・定超 　　　　1,647単位 1,153    1月につき

Ａ６ 8002 通所型サービス１日割・定超 　　　　　　54単位 38        1日につき

Ａ６ 8011 通所型サービス２・定超 　　　　3,377単位 2,364    1月につき

Ａ６ 8012 通所型サービス２日割・定超 　　　　　111単位 78        1日につき

看護・介護職員が欠員の場合

種類 項目

Ａ６ 9001 通所型サービス１・人欠 　　　　1,647単位 1,153    1月につき

Ａ６ 9002 通所型サービス１日割・人欠 　　　　　　54単位 38        1日につき

Ａ６ 9011 通所型サービス２・人欠 　　　　3,377単位 2,364    1月につき

Ａ６ 9012 通所型サービス２日割・人欠 　　　　　111単位 78        1日につき

サービスコード
サービス内容略称 算定項目

合成
単位数

算定単位

通所型サービス費（みなし） 事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援２

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

若年性認知症利用者受入加算 1月につき

事業所と同一の建物に居住する者又は同一建物から利用する者に
通所型サービス（みなし）を行う場合

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援２

生活機能向上グループ活動加算

運動器機能向上加算

栄養改善加算

口腔機能向上加算

選択的サービ
ス複数実施加
算

（1）選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 運動器機能向上及び栄養改善　　

運動器機能向上及び口腔機能向上　　

栄養改善及び口腔機能向上

（2）選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 運動器機能向上、栄養改善及び口腔機能向上

事業所評価加算

サービス提供体制強化加算 （1）サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）イ

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援2

（1）サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）ロ

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援2

（1）サービス提供体制強化加算
（Ⅱ）

事業対象者・要支援１

事業対象者・要支援2

介護職員処遇改善加算 (1)介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　

(2)介護職員処遇改善加算(Ⅱ)

(3)介護職員処遇改善加算(Ⅲ)

(4)介護職員処遇改善加算(Ⅳ)

サービスコード
サービス内容略称 算定項目

合成
単位数

算定単位

通所型サービス費（みなし）
事業対象者・要支援１

定員超過の場合
　　×　70％

事業対象者・要支援２

サービスコード
サービス内容略称 算定項目

合成
単位数

算定単位

通所型サービス費（みなし）
事業対象者・要支援１

看護・介護職員が
欠員の場合
　　×　70％

事業対象者・要支援２



 
様式第一の二（附則第二条関係） 

 

 

平成   年   月分 
介護予防・日常生活支援総合事業費 

請求書 

 

 保 険 者 

 

  （別 記）殿 

 

下記のとおり請求します。     平成  年  月  日 

事業所番号           

請求事業所 

名 称 
 

所在地 

〒    －      

 

 

連絡先  

 

 

 

 

 

事業費請求 

区分 

サービス費用 

件数 単位数 費用合計 
事業費 

請求額 

公費 

請求額 
利用者負担 

訪問型サービス費・ 

通所型サービス費・ 

その他の生活支援サービス費 

      

介護予防ケアマネジメント費 
      

合 計 
      

   
 
公費請求   

区 分 
サービス費用 

件数 単位数 費用合計 公費請求額 

12 

生 保 

訪問型サービス費・ 

通所型サービス費・ 

その他の生活支援サービス費 

    

生 保 

介護予防ケアマネジメント費 

    

81 被爆者助成 
    

58 障害者・支援措置（全額免除） 
    

25 中国残留邦人等 
    

合 計 
    

 

  



 

様式第二の三（附則第二条関係） 

 

介護予防・日常生活支援総合事業費明細書 
（訪問型サービス費・通所型サービス費・その他の生活支援サービス費） 

 

公費負担者番号                 平成   年   月分 

 

公費受給者番号 

                         

                保険者番号       

 

被
保
険
者 

被保険者 

番号 
           

請
求
事
業
者 

事業所 

番号 
          

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

 

氏名 

 

 
事業所 

名称 

 

 

所在地 

〒    －      

生年月日 

1.明治 2.大正 3.昭和 
性
別 

1．男 2．女 

 

 

 

 

  年   月   日 

要支援 

状態区分等 
事業対象者・要支援１・要支援２ 

認定有効 

期間 

平成   年   月   日 から 
連絡先 電話番号 

平成   年   月   日 まで 

 

介護予防 

サービス 

計画 

３．介護予防支援事業者・地域包括支援センター作成 

事業所 

番号 
          

事業所 

名称 
 

 

開始 

年月日 
平成   年   月   日 

中止 

年月日 
平成   年   月   日 

 

事
業
費
明
細
欄 

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数 
公費分

回数 公費対象単位数 摘要 

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

 

(

住
所
地
特
例 

対
象
者) 

 

事
業
費
明
細
欄 

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数 
公費分

回数 公費対象単位数 
施設所在 

保険者番号 
摘要 

                             

                             

                             

 

請
求
額
集
計
欄 

①サービス種類コード 

／②名称 
             

 

 

③サービス実日数   日   日   日   日 

④計画単位数                         

⑤限度額管理対象単位数                         

⑥限度額管理対象外単位数                         給付率（/100） 

⑦給付単位数（④⑤のうち

少ない数）＋⑥ 
                        事業    

⑧公費分単位数                         公費    

 

⑨単位数単価     
 

円／単位 
    

 

円／単位 
    

 

円／単位 
    

 

円／単位 
合計 

⑩事業費請求額                               

⑪利用者負担額                               

⑫公費請求額                               

⑬公費分本人負担                               

 

 

 

 

 
 

 
 枚中  枚目 



 
 

総 合 事 業 に 関 す る Ｑ ＆ Ａ 集 

 
 
 

 

問１ 「介護予防認知症対応型通所介護」や「介護予防小規模多機能型通所介 

   護」の取り扱いがないが、現行のままの扱いでよいのか。 

 

（答） 

  総合事業は、これまでの「介護予防訪問介護」「介護予防通所介護」が予防 

 給付から市町村の事業に移行するだけであり、その他のサービスメニューに 

 ついては、これまでと変わらず予防給付からの支給となります。 

 

 

問２ 住所地特例者に対する総合事業のサービス提供はどのようになるのか。 

 

（答） 

  住所地特例者に対する総合事業については、施設が所在する市町村が行い 

 ます。従って、他市町村の被保険者であっても、鹿沼市内に施設がある住所 

 地特例者に対しては、鹿沼市の総合事業を提供することになります。また、 

 基本チェックリスト及び介護予防ケアマネジメントについても、施設所在市 

 町村の地域包括支援センターが行います。 

 

 

問３ これまでの介護予防通所（訪問）介護の利用者は、総合事業開始後はど 

  のようなサービスを受けられるのか。 

 

（答） 

  これまでと同様のサービスを受けることができます。予防訪問・通所介護 

 は市の事業として総合事業に移行はするものの、内容はこれまでと同様であ 

 り、報酬・利用者負担・利用回数等もこれまでと変わりません。 

 

 

問４ 結局のところ、鹿沼市ではこれまで通りのサービスを行うのか、何か独 

  自のサービスを行うのか。 

 

（答） 

  ２９年４月からのスタート段階においては、これまでと変わらない形での 

 現行相当の訪問・通所介護サービスを実施し、併せてシルバー人材センター 

 への委託での訪問型サービスＡを予定しています。その他の緩和した基準の 

 サービスは、これから随時検討してまいります。 

Ⅰ 総合事業全般 



 
 

問５ 総合事業利用者のサービス提供票や利用票の発行はこれまで通りのやり 

  方でいいのか。 

 

（答） 

  これまで通りで結構です。 
 

 

問６ 一般介護予防事業を利用する場合、給付管理票の作成は必要か。また計 

  画書的なものは必要か。必要な場合に書式の定めはあるのか。 

 

（答） 

  一般介護予防は給付管理外の事業であり、作成は必要ありません。また、 

 計画書的なものも必要ありません。 

 

 

問７ 事業所番号は変わるのか、また地域密着型通所介護の時のような区分名 

  称の変更もあるのか。 

 

（答） 

  事業所番号の変更も、区分名称の変更もありません。 

 

 

問８ 総合事業の市民への周知はどのように行うのか。 

 

（答） 

  市としては、広報かぬま（３月号）や市のホームページ、またパンフレッ 

 ト等により周知を行っていきます。但し、利用者にとっては現行の制度とほ 

 ぼ変わらないこともあり、不要な混乱を招かないためにも、説明会等による 

 大々的な周知は行いません。 

 

 

問９ 総合事業のサービスを暫定で利用できるのか。 

 

（答） 

  要支援の認定が出ることを見込み、総合事業の訪問型・通所型サービスを 

 暫定プランのケアプランに基づいて利用することはあり得ます。但し、その 

 認定結果が要介護となった場合の取り扱いの注意は、下記の２点です。 

 ①要介護等認定を受け、認定結果が出る前にサービス事業の利用を開始して  

  いた場合、認定結果が要介護１以上であっても、認定結果の出た日以前の 

  サービス事業利用分の報酬は、総合事業より支給されるものとする。 

 ②事業対象者としてサービス事業からサービスを提供された後、要介護認定 

  を受けた場合には、介護給付サービスの利用を開始するまでの間にあって 

  は事業対象者として取り扱う。 



 
 

 
 
 

 

問 10 事業の目的として定款へ位置づける際には、事業名としてどのように記 

  載するのが適切か。 

 

（答） 

  介護保険法で使用されている用語にて記載することが適切と考えます。 

  【例】 「介護保険法に基づく第１号事業」 

 

 

問 11 総合事業になり、運営規程や契約書を変更する必要があるのか。必要な  

  場合、そのような文言を使用するのか。 

 

（答） 

  運営規程や契約書については、提供するサービスが変わるため、変更の必 

 要があると考えます。事業名称については、具体的な事業の内容が分かる名 

 称を使用することが適切と考えます。 

  【例】 「第１号訪問事業（鹿沼市介護予防ホームヘルプサービス）」 

       「第１号通所事業（鹿沼市介護予防デイサービス）」 等 

 

 

問 12 定款の変更について、「老人居宅介護等事業」「老人デイサービス事業」 

  という老人福祉法の名称で規定している場合、定款の変更は必要か。 

 

（答） 

  老人福祉法が改正され、「老人居宅介護等事業」の定義には「第１号訪問事 

 業」、「老人デイサービス事業」の定義には「第１号通所事業」が含まれてい 

 るため、この場合定款の変更は必要ありません。 

 

 

問 13 運営規程は介護とは別に総合事業単独でつくるのか。 

 

（答） 

  別々に作成しても、一体的に作成しても差し支えありません。また総合事 

 業の内容を入れるのみの変更であれば、変更届は不要です。 

 

 

問 14 介護予防訪問介護の利用者が総合事業サービスを利用することになっ 

  た場合、契約書は改めて取り交わす必要があるのか。 

 

Ⅱ  書類関係 



 
 

（答） 

  改めて取り交わすことが適当と考えますが、提供されるサービスの内容、 

 その他契約の内容について誤解が生じないようであれば、覚書を取り交わす 

 といった対応でも差し支えありません。 

 

 

問 15 総合事業になり、介護予防訪問介護計画書・介護予防通所介護計画書の  

  作成方法、書式に変更はあるのか。 

 

（答） 

  特段変更はありません。名称が変わるだけですので、現行のものを流用し 

 て名称を修正する等して対応をお願いします。 
 

 

 

 
 

 
問 16 みなし指定の有効期間は 30 年 3 月 31 日までとのことだが、それ以降 

  はどのような手続きか。 

 

（答） 

  みなし指定を受けた事業所について、30年 4月以降も事業を継続する場合 

 には、総合事業の指定更新を受ける必要があります。市外の被保険者が利用 

 している事業所については、当該市町村の指定更新も必要となります。なお、 

 申請の手続きについては、後日追ってご案内いたします。 

 

 

問 17 鹿沼市総合事業の指定を受けていない場合、「事業対象者」の受け入れ 

  は可能か。 

 

（答） 

 「事業対象者」は、総合事業のサービスのみしか受けることができないため、 

 総合事業の指定を受けていない事業所はサービス提供ができません。 
 

 

問 18 生活保護受給者が総合事業を利用する場合は自己負担か、公費負担か。 

  また生活保護の指定について、別途手続きが必要か。 

 

（答） 

  公費負担として、指定事業所によるサービス提供については利用者の自己 

Ⅲ 指定手続き 

 



 
 

 負担分について給付を行います。また生活保護の指定情報についても、現在 

 指定を受けている事業所であればみなし指定となっていることから、手続き 

 は不要となります。 

 

 

問 19 市外の訪問介護・通所介護事業所で、鹿沼市民に対してサービスを提供 

  している場合、何か変更点はあるのか。手続き等は。 

 

（答） 

  みなし指定を受けた事業所については、その効力は全市町村に及びますの 

 で、特に変更点はありません。みなし指定を受けていない事業所については、  

 鹿沼市に事業者指定の申請が必要になります。 

 

 

問 20 総合事業への新規参入事業者等の募集は行っているのか。 

 

（答） 

  みなし指定を受けていない事業所については、４月以降総合事業のサービ 

 スを提供する場合は鹿沼市への申請が必要になります。市ホームページに申 

 請書類一式を掲載していますので、申請をお願いします。 
 

 

 

 
 

 

問 21 市内転居により担当の地域包括支援センターが変更となった場合は、再 

  度基本チェックリストを実施するのか。 

 

（答） 

  市内で担当包括が変更になっただけであれば再度基本チェックリストを行 

 う必要はありませんが、介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書の提 

 出は必要になります。 

 

 

問 22 基本チェックリストは、誰がどの時点で担当して行うことになるのか。 

 

（答） 

  市高齢福祉課に本人が来所して実施します。介護予防支援を担当する地域 

 包括支援センター又は委託を受けた居宅介護支援事業所が、要支援認定更新 

 前のモニタリングや評価時に実施し、高齢福祉課に提出することも可能です。 

 

Ⅳ 介護予防ケアマネジメント 



 
 

問 23 「事業対象者」における有効期限の定めはないとのことだが、ケアプラ 

  ンの評価・見直しはどのくらいの期間で実施すればよいか。 

 

（答） 

  介護予防支援同様、ケアプラン作成時に立てる目標に見合った、妥当と思  

 われる適切な達成期間でケアプランの評価・見直しを実施してください。 

 

 

問 24 地域包括から委託を受けて居宅にてケアマネジメントを行っていたデ 

  イやヘルパーの利用者さんが、元気になってデイ・ヘルプの利用を終了し 

  た後、介護予防教室等の一般介護予防事業に参加する場合、引き続き居宅 

  でケアマネジメントを行うのか、包括へ引き継ぐ（戻す）のか。また引き 

  続き居宅で介護予防教室の利用を支援する場合でも、ケアマネジメント料 

  を算定できるのか。 

 

（答） 

  ４月から鹿沼市が実施する介護予防ケアマネジメントは、ケアマネジメン 

 トＡ（現行の介護予防支援相当）のみであり、介護予防・生活支援サービス 

 事業（デイ・ヘルプ）を利用する方に実施します。目標が達成されて利用を 

 終了する方へは、介護予防ケアマネジメントプロセスの評価の一環として、 

 次のステップである一般介護予防事業の紹介や通いの場への見学等スムーズ 

 な移行にご配慮ください。またその結果を地域包括支援センターへご報告く 

 ださい。 

 

 

問 25 基本チェックリストを実施し該当となった場合、いつから総合事業のサ 

  ービスを使うことができるのか。 

 

（答） 

  基本チェックリスト実施日から介護予防・生活支援サービス事業（デイ・ 

 ヘルプ）の利用ができます。但し、要支援認定有効期間中に基本チェックリ 

 ストを実施した場合は、要支援認定有効期間満了日の翌日が、事業対象者と 

 してのサービス利用開始日となります。 

 

 

問 26 基本チェックリストを行って総合事業の該当となった場合、保険証の 

  ようなものは発行されるのか。 

 

（答） 

  介護状態区分欄に「事業対象者」と記載された被保険者証が発行されます。 

 

 



 
 

問 27 基本チェックリストで事業対象者となり、総合事業のサービスを利用中 

  に予防給付のサービスが必要になった場合、通常の要介護認定申請をする 

  ものと考えてよいか。 

 

（答） 

  お見込みの通りです。 

 

 

問 28 認定期間満了に伴う基本チェックリスト実施については、どのような流 

  れになるのか。 

 

（答） 

  期間満了に伴う認定更新については、60日前から手続きが開始されます。 

 基本チェックリストについては、概ね満了日 1か月前程度を目安に実施でき 

 ればと考えます。なお、期間満了前に基本チェックリストを実施し、要支援 

 認定を更新せず事業対象者としてサービスを継続しようとする場合には、期 

 間満了日の翌日に基本チェックリストを実施したものとみなします。手続き 

 的には、満了日前に高齢福祉課に介護予防ケアマネジメントの届出があった 

 場合には、被保険者証をお預かりし、「現在の要支援認定内容を記した資格者 

 証」をお渡しします。その後 1週間～10日程度で、満了日翌日から使える新 

 保険者証を送付いたします。 

 

 

 

 

 

 

問 29 総合事業のサービスは、「事業対象者」でないと利用できないのか。 

  
（答） 

  総合事業のサービスは、「要支援１・２」の方と新たな対象者区分である「事 

 業対象者」の方が利用できます。 

 

 

問 30 現在、予防訪問介護・予防通所介護しか利用していない要支援の方は、   

  「事業対象者」にならなければならないのか。 

 

（答） 

  従来通り更新申請を行うこともできますし、今後その他の予防給付サービ 

 スを使う予定がなければ基本チェックリストを実施し「事業対象者」となる 

 ことも可能です。 

Ⅴ 事業対象者 



 
 

問 31 第２号被保険者の方は、「事業対象者」になり得るのか。 

 

（答） 

  第２号被保険者の方は、新たな対象者区分である「事業対象者」の手続き 

 を行うことはできません。ただし、第２号被保険者の方が認定申請により要 

 支援となった場合は、要支援者として総合事業のサービスを受けることがで 

 きます。 

 

 

問 32 認定申請と併せて「事業対象者」の手続きを行うことは可能か。 

 

（答） 

  本市では、新規の方が認定申請と併せて「事業対象者」の手続きを行うこ 

 とはできません。適切なサービス利用につなげるため、原則新規の方につい 

 ては、認定申請のご案内をさせていただきます。但し、状態が介護認定非該 

 当と思われるような方は、各地域包括支援センター及び高齢福祉課にご相談 

 ください。 

 

 

問 33 現在、認定有効期間を残している方が「事業対象者」の手続きを行うこ  

  とはできるのか。 

 

（答） 

  認定有効期間を有している方が、有効期間の途中で「事業対象者」となる 

 ことはできませんので、手続きを行うこともできません。 

 

 

問 34 「事業対象者」となるメリットは何なのか。 

 

（答） 

  総合事業サービスのみの利用であれば、認定申請を経ずに基本チェックリ 

 ストの実施のみでサービスを利用できることから、簡易・迅速なサービス利 

 用が可能となります。また、「事業対象者」には有効期限がないため、更新の 

 手続きが不要です。 

 

 

問 35 「事業対象者」の手続き周知のため、基本チェックリスト用紙をいろい 

  ろな施設に配布、設置してもよいか。 

 

（答） 

  総合事業における基本チェックリストの活用方法は、従来の二次予防対象 

 者把握事業のように自治体から積極的に配布するものではなく、介護予防ケ 

 アマネジメントのプロセスにおいて活用するものであることから、広く周知 



 
 

 等をすることは想定していません。 

 

 

問 36 「事業対象者」で、5,003 単位に収まらない場合にはどのようにしたら 

  よいか。 

 

（答） 

  事業対象者の 1か月当りの限度額は 5,003単位ですので、超える部分は自 

 費利用とするか、本人の状態により認定申請を検討してください。 
 

 

問 37 「事業対象者」に、有効期間の更新はあるのか。 

 

（答） 

  事業対象者に有効期限はないので、更新はありません。但し、ケアプラン 

 の評価時や状態に変化があった時は、基本チェックリストをアセスメントツ 

 ールとして適時実施し、活用してください。 

 

 

 

 

 

 

問 38 月額包括報酬のサービス利用者に、要介護と要支援の認定をまたがる区  

  分変更、要支援１・２の間での区分変更があった場合の取扱いはどうすれ 

  ばよいか。 

 

（答） 

  日割りで算定しますので、１日あたりの単位を使用してください。 

 

 

問 39 ガイドラインでは、「認定結果が出る前にサービス事業を利用した場合、 

  認定結果が要介護１以上であっても、認定結果の出た日以前のサービス事 

  業利用分の報酬は、総合事業より支給されるものとする」とあるが、この 

  場合、同様のサービスを利用しても、単価は認定前の暫定利用分について 

  は総合事業の単価で日割算定し、認定後の利用分については介護給付の訪 

  問介護・通所介護として算定することになるのか。 

 

（答） 

  貴見の通りです。 

 

Ⅵ 支払・請求 



 
 

問 40 基本チェックリストによりサービス事業対象者として介護予防ケアマ 

  ネジメントを申請し、総合事業の訪問型サービスを利用していた者が、要 

  支援認定申請を行い、介護予防支援の暫定プランに基づいて総合事業の訪 

  問型サービスと福祉用具貸与を利用していたところ、要介護１と判定され 

  た場合は、総合事業の訪問型サービスの利用分は全額自己負担となるのか。 

 

（答） 

  要介護認定は申請日に遡って認定有効期間が開始し、また要介護者はサー 

 ビス事業を利用することができないため、サービス事業のサービスを利用し 

 た事業対象者が要介護１以上の認定となったことにより全額自己負担となる 

 ことを避けるため、介護給付の利用を開始するまでの間はサービス事業によ 

 るサービスの利用を継続することを可能としています。質問の場合は、要支 

 援認定申請と同時に給付サービスである福祉用具の利用を開始しているため、 

 申請日に遡って要介護者として取り扱うか、事業対象者のままとして取り扱 

 うかによって、以下のような考え方となります。 

 ①要介護者取扱いの場合 

  事業のサービスは使えないため、総合事業の訪問型サービス利用分が全額 

  自己負担となり、福祉用具のみが給付対象となる。 

 ②事業対象者取扱いの場合 

  総合事業の訪問型サービス利用分を事業で請求し、福祉用具が全額自己負 

  担となる。 

  （※参考：資料１ Ｐ２６） 

 

問 41 要支援者におけるケアプラン代について 

 ①月により、総合事業のみの場合と、予防給付＋総合事業の場合があるよう 

  なケース（通常はデイやヘルプのみで、時々ショートを利用等） 

 ②総合事業のみの利用者が、月途中から用具レンタルになったケース、逆に 

  レンタルをやめるケース 

 等の場合、「介護予防サービス計画」「介護予防ケアマネジメント」のどちら 

 に該当するのか。 

 

（答） 

  総合事業のサービスのみを利用する月は「介護予防ケアマネジメント」、予 

 防給付と総合事業の両方を利用する月は「介護予防サービス計画（予防給付）」 

 となります。そのため、月毎のサービス内容に応じて、介護予防支援費又は 

 介護予防ケアマネジメント費を選択して請求します。１日でも予防給付のサ 

 ービスを利用する月は、介護予防支援費としての請求になります。 

 

 

問 42 介護予防ケアマネジメントについて、初回加算を算定できるのはどのよ 

  うな場合か。 



 
 

（答） 

  介護予防ケアマネジメントにおける初回加算の算定については、指定居宅 

 介護支援、指定介護予防支援における基準に準じることとしております。従 

 って、初回加算を算定できるのは下記の場合になります。 

 ①当該利用者について、過去２か月以上当該地域包括支援センターにおいて 

  介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを提供しておらず、介護予防 

  支援費又は介護予防ケアマネジメント費が算定されていない場合に、当該 

  利用者に対して介護予防サービス・支援計画を作成した場合 

 ②要介護者が要支援認定を受け、あるいは事業対象者として介護予防ケアマ 

  ネジメントを実施した場合 

 なお、次の場合には初回加算を算定できませんのでご注意ください。 

 ・要支援者が認定の更新をして、総合事業のサービスを利用した場合 

 ・要支援者が事業対象者となり、継続してサービスを利用した場合（又はそ 

  の逆） 

 ・予防給付のサービスを利用することになり、介護予防ケアマネジメント 

  から介護予防支援に移行した場合（又はその逆） 

 

 

問 43 請求に係る書類やその他書類の書式について、どのように変わるのか。 

 

（答） 

  書類の作成については、ＷＡＭＮＥＴ（福祉・保健・医療情報）掲載の「介 

 護保険事務処理システム変更に係る参考資料（確定版）」や、栃木県国保連合 

 会のホームページに書式の掲載がありますので、ご参照ください。 

 

 

問 44 平成 29 年 4 月以降に要支援認定の結果が出た場合の訪問介護・通所介 

  護の提供は、全て「Ａ」のコードで請求でよろしいか。 

 

（答） 

  貴見の通りです。平成 29年 4月以降に要支援認定の結果が出た方への介護 

 予防訪問介護・介護予防通所介護は、総合事業の「訪問型サービス」「通所型 

 サービス」による提供となるため、サービスコードは「Ａ１」「Ａ５」及び「Ａ 

 ２」「Ａ６」を使用していただきます。 

 



 

 

ＦＡＸ送信票 

 

鹿沼市役所高齢福祉課 松島・高橋・橋本 宛 

（ＦＡＸ ０２８９－６３－２２８４） 

 

総 合 事 業 に 関 す る 質 問 票 

 

○質問内容 

 

                                  

 

                                  

 

                                  

 

                                  

 

                                  

 

                                  

 

                                  

 

                                  

 

○事業所名・担当者名・連絡先 

 

事業所名                          

 

担 当 者                                           

 

連 絡 先（ＴＥＬ）                     

 

     （メール）                     


